
円 円 円

11,887,025,000 156,234,000 12,057,023,236

第１項 営 業 収 益 6,774,473,000 0 6,783,699,094 （うち、仮受消費税及び地方消費税 560,106,437 円)

第２項 営 業 外 収 益 476,034,000 △ 20,888,000 450,271,732 （うち、仮受消費税及び地方消費税 1,448 円)

第３項 特 別 利 益 4,636,518,000 177,122,000 4,823,052,410 （うち、仮受消費税及び地方消費税 0 円)

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

21,814,707,000 △ 125,242,000 0 0 0 21,689,465,000 0 21,689,465,000 21,237,419,150 0 452,045,850

第１項 営 業 費 用 5,516,391,000 △ 635,233,000 20,834,000 0 0 4,901,992,000 0 4,901,992,000 4,648,035,100 0 253,956,900 (うち、仮払消費税及び地方消費税 137,789,084 円)

第２項 営 業 外 費 用 461,316,000 216,741,000 0 0 0 678,057,000 0 678,057,000 620,618,095 0 57,438,905 (うち、仮払消費税及び地方消費税 0 円)

第３項 特 別 損 失 15,737,000,000 372,416,000 0 0 0 16,109,416,000 0 16,109,416,000 15,968,765,955 0 140,650,045 (うち、仮払消費税及び地方消費税 0 円)

第４項 予 備 費 100,000,000 △ 79,166,000 △ 20,834,000 0 0 0 0 0 0 0 0 (うち、仮払消費税及び地方消費税 0 円)

令和元年度群馬県水道事業決算報告書
１　収益的収入及び支出

収  入

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

決　　算　　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　　　　　　　　考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法第２４条第
３項の規定による支出額に
係る財源充当額

合　　計

円 円

第 １ 款 水 道 事 業 収 益 0 12,043,259,000 13,764,236

円

0 6,774,473,000 9,226,094

0 455,146,000 △ 4,874,268

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

決　算　額

地方公営
企業法第
２６条第
２項の規
定による
繰越額

不　用　額

0 4,813,640,000 9,412,410

支　出　

備　　　　　　　　　　　　考
当初予算額 補正予算額

予
備
費
支
出
額

流
用
増
減
額

地方公営
企業法第
２４条第
３項の規
定による
支出額

小　　計

地方公営
企業法第
２６条第
２項の規
定による
繰越額

合　　計

第 １ 款 水 道 事 業 費 用



円 円 円 円 円 円 円

438,097,000 22,964,000 0 0 461,061,000 461,061,336 336

第１項 企 業 債 73,000,000 △ 3,000,000 0 0 70,000,000 70,000,000 0 円)

第２項 補 助 金 219,058,000 △ 7,194,000 0 0 211,864,000 211,864,000 0 円)

第３項 出 資 金 146,039,000 △ 4,796,000 0 0 141,243,000 141,243,000 0 円)

第４項 雑 収 入 0 37,954,000 0 0 37,954,000 37,954,336 336 円)

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

4,527,939,000 △ 566,182,000 0 0 3,961,757,000 197,290,000 0 4,159,047,000 3,442,535,741 687,007,000 0 687,007,000 29,504,259

第１項 建 設 改 良 費 2,922,273,000 △ 466,182,000 0 0 2,456,091,000 197,290,000 0 2,653,381,000 1,936,872,694 687,007,000 0 687,007,000 29,501,306

第２項 企 業 債 償 還 金 1,505,666,000 0 0 0 1,505,666,000 0 0 1,505,666,000 1,505,663,047 0 0 0 2,953 円)

第３項 予 備 費 100,000,000 △ 100,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２　資本的収入及び支出

収　入

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

予 算 額
に 比 べ
決 算 額
の 増 減

備　　　　　　　　　　　　考
当初予算額 補正予算額 小　　　計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額
に係る財
源充当額

継続
費逓
次繰
越額
に係
る財
源充
当額

合　　計
決　算　額

円

第 １ 款 水道事業資本的収入 461,061,000

70,000,000 0

211,864,000
（うち、仮受消費税及び地
方 消 費 税

0

141,243,000
（うち、仮受消費税及び地
方 消 費 税

0

（うち、仮受消費税及び地
方 消 費 税

37,954,000 （うち、仮受消費税及び地方消費税 2,811,759

支　出

備　　　考
当初予算額 補正予算額

予
備
費
支
出
額

流
用
増
減
額

小　　　計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合　　計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額

予　　　　　　算　　　　　　額

決　算　額

翌年度繰越額

不用額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合　計

第 １ 款 水道事業資本的支出

（うち、仮払消費税及び地方消費税

区　　　　　　分

106,601,051

（注）　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額2,981,474,405円は､企業債等償還積立金1,505,663,047円、建設改良積立金732,001,430円、過年度分損益勘定留保資金640,020,636円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
103,789,292円で補てんした。



（単位：円）

１

(1) 6,133,972,608

(2) 89,620,049 6,223,592,657

２

(1) 1,253,245,492

(2) 51,067,536

(3) 534,606,248

(4) 8,891,687

(5) 1,541,920,378

(6) 3,834,058

(7) 787,424,601

(8) 125,336,819

(9) 203,919,197 4,510,246,016

1,713,346,641

３

(1) 3,603,798

(2) 444,681,305

(3) 1,985,206 450,270,309

４

(1) 297,552,548

(2) 4,536,063 302,088,611 148,181,698

1,861,528,339

５

(1) 4,823,052,410 4,823,052,410

６

(1) 15,890,371,755

(2) 78,394,200 15,968,765,955 △11,145,713,545

9,284,185,206

500,036,811

14,176,760,803

5,392,612,408

県央第二水道発電事業費

令和元年度群馬県水道事業損益計算書
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

県央第一水道事業費

新田山田水道事業費

県央第二水道事業費

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

県央第一水道発電事業費

新田山田水道発電事業費

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

東部地域水道事業費

一 般 管 理 費

営 業 利 益

水質検査 ｾ ﾝ ﾀ ｰ事業費

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

減 損 損 失

その他未処分利益剰余金変動額

そ の 他 特 別 利 益

そ の 他 特 別 損 失



（単位：円）

１

(1) 64,904,224,863

△33,329,032,425

31,575,192,438

(2) 10,602,101,657

(3) 8,413,865,121

50,591,159,216

２

(1) 17,922,915,124

(2) 570,441,425

(3) 13,700

18,493,370,249

69,084,529,465

３

(1)

ｱ
12,857,920,103

12,857,920,103

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債 合 計

令和元年度群馬県水道事業貸借対照表
（令和２年３月３１日）

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

資 産 の 部

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

前 払 金



(2)

ｱ 553,681,564

ｲ 186,095,288

739,776,852

13,597,696,955

４

(1)

ｱ
996,820,232

996,820,232

(2) 429,579,477

(3) 13,527,104

(4) 1,338,593

(5)

ｱ 34,348,770

ｲ 6,549,438

40,898,208

1,482,163,614

預 り 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

未 払 費 用

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

企 業 債

科　　　　　　目

事業整理損失引当金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

流 動 負 債 合 計



５

(1)

ｱ 17,389,713,292

△ 8,762,331,710 8,627,381,582

ｲ 40,827,000

△ 25,685,656 15,141,344

8,642,522,926

8,642,522,926

23,722,383,495

６

(1)

ｱ 18,949,462,800

ｲ 15,254,047,235 34,203,510,035

34,203,510,035

長 期 前 受 金 合 計

科　　　　　　目

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益

組 入 資 本 金

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

資 本 の 部

資 本 金 合 計

資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金



７

(1)

ｱ 838,139,200

ｲ 259,863,302

ｳ 34,426,900

1,132,429,402

(2)

ｱ 2,276,504,434

ｲ 2,357,089,691

ｳ 5,392,612,408

10,026,206,533

11,158,635,935

45,362,145,970

69,084,529,465

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

工 事 費 負 担 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

科　　　　　　目

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

企 業 債 等 償 還 積 立 金



注記

Ⅰ. 　重要な会計方針

1 　固定資産の減価償却の方法

(1) 　有形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

建物　　      6～50年

構築物　　    2～60年

機械及び装置　5～50年

器具及び備品　4～15年

(2) 　無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

2 　引当金の計上方法

(1) 　退職給付引当金

(2) 　賞与引当金及び法定福利費引当金

(3) 　事業整理損失引当金

3 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する
額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

　新田山田水道事業及び東部地域水道事業の廃止に伴う損失見込額を計上している。



Ⅱ. 　セグメント情報の開示

1 　報告セグメントの概要

2 　報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　平成31年 4月 1日　至　令和2年 3月31日）

（単位：円）

180,276,891 5,885,000 370,005,127 1,001,090,954

246,734,869

1,148,785,719

6,358,629,917

367,546,747

3,672,636,272

9,610,136,038

977,672,543

670,452

－

2,221,001,661

4,823,052,410

15,968,765,955

431,540,377

142,896,567 404,291,011 1,713,346,641

192,918,370

5,149,486,111

3,239,530,552

505,264,823

35,359,211,296

15,763,202,414

1,861,528,339

69,084,529,465

23,722,383,495

27,232,338,722

848,679,712 964,808,208 2,073,606,373 6,223,592,657

579,296,752 821,911,641 1,669,315,362 4,510,246,016

269,382,960

302,420,325

1,343,493,336

営業損益

新田山田水道 東部地域水道 県央第二水道 合計

2,336,498,364

1,439,722,261

896,776,103

860,924,821

県 央 第 一 水 道 　前橋市、高崎市、榛東村、吉岡町への水道用水供給事業及びその附帯事業並びに水道用水に関する調査事業

新 田 山 田 水 道
　群馬東部水道企業団（給水区域：太田市、みどり市）への水道用水供給事業及びその附帯事業並びに水道用水に関
する調査事業

東 部 地 域 水 道
　群馬東部水道企業団（給水区域：太田市、館林市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町）への水道用水供
給事業及びその附帯事業並びに水道用水に関する調査事業

セ グ メ ン ト 区 分 事　　業　　の　　内　　容

　水道事業会計は、県央第一水道、新田山田水道、東部地域水道及び県央第二水道を運営しており、群馬県企業局財務規程に定める区分に基づき、これら４
つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

県 央 第 二 水 道
　前橋市、桐生市、伊勢崎市、渋川市、玉村町への水道用水供給事業及びその附帯事業並びに水道用水に関する調査
事業

営業収益

営業費用

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

県央第一水道

4,288,110,152

629,047,502

959,967

－

444,923,936

特別利益

特別損失

減価償却費

セグメント負債

その他の項目

経常損益

セグメント資産



（注）1　水質検査センターの費用並びに本局の収益及び費用は、４水道に配分している。

（注）2　水質検査センター及び本局の資産及び負債は、県央第一水道と県央第二水道に配分している。

Ⅲ. 　減損損失

　当年度の末日において、以下の資産について減損損失を認識した。

1 　減損損失を認識した固定資産

　みどり市ほか

　千代田町ほか

2 　減損損失の認識に至った経緯

3 　減損損失の額及びその内訳

4 　損失の補塡

合　計 6,302,610,117 9,587,761,638 15,890,371,755

有 形 固 定 資 産

　上記の損失については、当年度末における両事業に属する長期前受金を収益化して4,821,419,939円を特別利益に計上し、また、当年度末における両事業
に属する資本剰余金の全額823,653,727円及び資本金の全額11,115,442,599円をその他未処分利益剰余金変動額に振り替えて補てんする。

無 形 固 定 資 産 1,439,610,258 1,725,057,893 3,164,668,151

4,862,999,859 6,179,322,774 11,042,322,633

建 設 仮 勘 定 － 1,683,380,971 1,683,380,971

固定資産の種類 場　所

　新田山田水道

　有形固定資産 （土地、建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、船舶、工具器具及び備品）

　無形固定資産 （水利権、ダム使用権、電話加入権、施設利用権）

　東部地域水道

　有形固定資産 （土地、建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、工具器具及び備品）

　無形固定資産 （水利権、ダム使用権、電話加入権）

種　類
減損損失額（円）

新田山田水道 東部地域水道 合　計

　上記の新田山田水道及び東部地域水道の事業（以下「両事業」という）については、令和2年3月31日の営業の終了をもって廃止し翌4月1日に譲渡すること
により、両事業に属する資産は令和2年度以降の収益に寄与しない資産になることが減損に該当すると認識したため、令和元年度末における両事業に属する
固定資産の帳簿価格を減額し、当該減少額15,890,371,755円を減損損失として計上した。

用　途

　水道事業



Ⅳ．　重要な後発事象

Ⅴ. 　その他

1 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　両事業については、令和2年4月1日に群馬東部水道企業団に譲渡するため、令和元年度の末日の営業終了をもって廃止する。

　当年度において、退職手当として111,295,051円を支給するため、退職給付引当金111,295,051円を使用した。


